
 

 

熊本県立黒石原支援学校 令和５年度学校評価表 
 

１ 学校教育目標 

児童生徒一人一人の今を充実させるとともに、将来の自立と社会参加を目指し、可能性を伸ばす。 

 

２ 本年度の重点目標 

（１） 児童生徒が安心して学ぶことができる教育環境作り。 
（２） 一人一人の実態に応じた効果的な授業の実践。 
（３） 自立活動の指導の充実。 
（４） 卒業後の社会を見据え、一人一人の生活を豊かにする学びの展開。 
（５） 効果的な教育活動の実践と職員の心身の健康管理。 

 

３ 自己評価総括表 

  評 価 項 目 評価の観点 具体的目標 具体的方策 評 

価 

成果と課題 

大項目 小項目 

学校 

経営 

 

教育目

標を達

成する

ための

体制整

備 

 

教育的ニーズ

への細かな対

応と安心して

学べる教育環

境づくり 

 

○チームアプ

ローチによる

支援を行うた

め、校内支援

体制の再整備

や関係機関と

の連携推進を

図る。 

 

○校内支援委員会やケー

ス会議、SC、SSW 等の活用

について職員間で再確認

をする。関係機関とのケー

ス会議等においても、役割

分担をして PDCA サイクル

による支援を繰り返し行

いながらチームによる課

題解決ができるようにす

る。 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

○各校内支援に関して職員

会議等において、職員間で確

認できた。R6.1月時点で、ケ

ース会議 35 件、SC 活用 42

時間、SSW 活用 12 回など、

関係機関と綿密に連携しな

がら、PDCA サイクルによる

支援を実践することができ

た。 

○隣接する熊本再春医療セ

ンターとも円滑に連携を図

り校内支援体制の充実を図

ることができた。 

業務改

善 

 

業務の削減・

効率化 

 

○各校務分掌

で業務を見直

し、１つ以上

の業務を削減

又は効率化す

る。 

○各分掌部で取り組んで

いる業務改善について、

運営委員会等で情報を共

有し、業務の効率化や平

準化を行う。 

 

 

Ｂ 

 

○運営委員会等において各

部の業務や取組について情

報共有し、効率化を図っ

た。次年度は、事務整理日

を今年度よりも１時間多く

設定し更なる業務の効率化

を図る。 

働き方

改革 

 

超過勤務時間

の削減と 

年休取得促進

による職 

員の心身の健

康維持増 

進及び男性職

員の育児 

休暇取得促進 

○超過勤務時

間月４５時間

超過数を昨年

度（のべ４

９）より減少

させる。 

 

○衛生委員会等で超過勤

務時間の報告を行うこと

で働き方改革の意識を高

めるとともに毎週水曜日

のアフターファイブの確

実な実施を行う。 

 

 

 

Ｂ 

 

○衛生委員会等で超過勤務

の結果をもとに意識改革を

図りアフターファイブの取

組については、定着してき

たが、月４５時間超過数は

のべ４９人であった。 

（R5.12月現在） 

○年間年休取

得１５日以上

を昨年度１８

％から２５％

に増やす。 

○行事のない日や長期休

暇中の年休取得を朝会や

企画調整会議等で促す。 

 

 

 

 

Ｂ 

 

○職員朝会等で長期休暇中

等の年休取得を促した結果

目標の２５％には届かなか

ったが、２０％に増やすこ

とができた。R6.1現在 

〇子どもが生

まれる男性教

職員が育児休

暇を所得す

る。 

〇全ての男性教職員へハ

ッピーシェアウィークス

を周知し、対象職員には

、取得を促す。 

 

Ｂ 

 

○全ての男性教職員へハッ

ピーシェアウィークスを周

知した。今年度、対象職員

はいなかった。 



 

授業の 

充実 

 

児童生

徒の実

態に応

じた教

育課程

の編成

と実践 

 

現在の教育課

程についての

整理・検討と

高等部におけ

る新学習指導

要領の定着状

況 

〇年間指導計

画の活用とと

もに昨年度か

ら変更した教

科等の検証を

行い、教育課

程の見直しを

行う。 

 

 

〇月末や学期末に年間指

導計画で時数、指導方

法、内容についての評価

を行う。併せて小中Ⅲ課

程では教科指導の取組に

ついて実践共有を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

〇年間指導計画の定期的な

反省を次時の授業改善や教

育課程検討の材料にでき

た。小中Ⅲ課程の教科指導

の実践共有では、成果とと

もに教師側の課題も明らか

になったため研修を実施。

各課程で内容の整理が必要

な教科があるため、継続し

て検討が必要。 

〇高等部（準

ずる教育課

程）の３観点

評価と５段階

評定の成績算

出ファイルの

２学期制版を

作成・実施し

ながら課題を

集約する。 

〇成績算出ファイルを実

働させる中で課題を集約

しながら修正を行い、プ

ログラムを確定させる。 

 

 

 

 

Ｂ 

 

〇成績算出ファイルを作成

し、問題なく稼働させるこ

とができた。今後も継続し

て活用する。但し、ファイ

ル活用以前の３観点での評

価の総括の方法に関しては

研修部と連携しながら、全

体での確認が必要である。 

カリキュラム

・マネジメン

トの推進及び

実態に応じた

効果的な｢個

別の指導計

画｣活用の工

夫 

〇計画的にカ

リキュラムマ

ネジメントを

進めるととも

に、全職員の

意識を高め

る。 

〇カリキュラムマネジメ

ント委員会前の時期及び

９月に進捗状況を集約す

る。また、委員会の資料

をGoogleclassroomで全職

員に共有する。 

 

 

 

Ｂ 

 

〇各課程の教育課程の方向

性や進捗状況を資料にて共

有したことで「他課程の現

状が分かった」との意見を

もらい、職員の意識を高め

ることができた。 

 

○次年度の授

業の充実につ

なげるため、

個別の指導計

画、年間指導

計画、教育支

援計画のＰＤ

ＣＡサイクル

を整理する。 

〇各学部課程の作成状況

をとりまとめ、次年度に

向けて作成の時期や内容

を見直し、校内で統一

し、２月末までに周知す

る。 

 

 

 

 

Ｂ 

 

〇次年度の個別指導計画等

について作成の時期や内容

などを見直し校内で統一す

ることができた。教務支援

システムの導入で様式が変

わり、記載方等の整理を随

時行った。今後、効果的な

活用のために各計画の繋が

りや評価の考え方等の確認

を行っていく。 

専門性

の向上 

 

職員研修の充

実 

○特別支援教

育実践スキル

アップ研修を

中心として、

自立活動の充

実を目指した

研修会を計画

・実施する。 

○特別支援教育実践スキ

ルアップ研修と各グルー

プで取り組むＧ研を中心

とした研修を実施する。 

〇自立活動の個別の指導

計画やCo-MaMeを活用し、

クラスや学部・課程で事

例の検討を行う。 

 

 

 

Ｂ 

 

〇自立活動において、学部課

程研修で事例検討や特別支

援教育実践スキルアップ研

修に取り組み、専門性向上が

図れた。今後、研修の成果を

学部課程全体及び学校全体

に広げていく必要がある。 



 

キャリ

ア教育 

(進路 

指導) 

キャリ

ア教育

の推進 

 

 

キャリア教育

の観点からの

身につけたい

力を踏まえて

実践できる環

境の整備 

○目標の設定

や振り返りを

通して児童生

徒が自身の学

習を主体的に

振り返る機会

を設定する。

（全学部） 

〇職員の評価(通知表作

成)時期に合わせ、全学部

課程でキャリアパスポー

トの振り返りを年２回に

統一し、授業の中で対話

（面談）の機会を設定し

記録に残す。 

〇校内の進路に関する学

習について、分掌部会を

中心に各学部の取組を共

有する場を設定する。 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

〇個別面談や個別学習で振

り返りを実施し、次の学期

への見通しや目標を立てる

ことができた。集団の中で

の役割の価値づけや自分と

の関係を見いだしていく対

話の充実が今後の課題であ

る。 

〇毎月の分掌部会で各学部

の進路に関する学習及び他

学部の進路決定に向けての

動きを情報共有することが

できた。 

進路指

導の充

実 

 

 

個に応じた進

路指導の充実

と卒業後の定

着支援 

○卒業後の生

活を見据えた

進路指導の充

実に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○長期的視点で移行期の

進路及び福祉についての

知識を深めるため、保護

者及び職員向け進路研修

会を各１回開催する。 

〇客観的な評価のために

実習等での事業所評価を

含めた第三者評価を活用

し、本人・保護者・関係

機関と進路の方向性を共

有する。 

○夏季休業中に卒業生や

福祉事業所等に対し、電

話や手紙を通して卒業後

の様子を把握し、職員間

で共有するとともに、在

校生の指導につなげる。

（中学部・高等部） 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

〇保護者からのニーズを受

け、各種福祉サービスとの概

要とつながりの必要性につ

いて、保護者及び職員向け各

１回の研修を実施した。事後

アンケートの多くは「役に立

った」との回答であった。 

〇事業所からの評価を進路

面談で活用し、今後の方向性

及び進路決定につなげるこ

とができた。高等部３年生

は、前期に相談支援事業所も

交えて面談を実施し、顔の見

えるネットワークを早めに

構築できた。 

 

 

 

○卒業生の定

着支援を行い

在校生の指導

につなげる。 

 

○関係機関と連携し、昨

年度卒業生の就労先及び

利用先を一人あたり１回

以上訪問し、その中で知

り得た事柄を在校生の指

導につなげる。（高等

部） 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

〇卒業生の卒業後の様子を

直に聞いたり回答を得たり

したことで、進路決定の参考

とするとともに、後期実習・

見学への意識を高めること

につながった。 

〇昨年度卒業生の進路先に

一人当たり１回以上訪問し、

卒業生の頑張りを進路学習

で話題に挙げたり、関連機関

と連携した対応につなげた

りした。 

生徒 

(生活) 

指導 

 

 

 

児童生

徒の規

範意識

の向上 

情報モラルを

はじめとし

た、生活全般

における規範

意識の育成 

○情報モラル

について考え

る機会を設定

し、自分の生

活を振り返

り、改善しよ

うとする意識

を高める。 

 

○スクールロイヤーによ

る講話を実施する。各学期

のアンケート結果から、指

導が必要な内容について

学部集会等で指導する。ま

た、情報モラルに関する全

体指導を教育課程内で年

１回以上、携帯電話校内所

持者への指導を年１回実

施し、警察署等からの通知

なども必要に応じて提示

する。 

 

 

 

 

 

Ｂ 

   

○スクールロイヤーによる

講話は、感想からも生徒が興

味を持って聞き、自分の生活

に生かそうという気持ちを

持つことができ良かった。し

かし、学びを実際に生活に生

かすという点では課題が残

った。情報モラルの指導は、

各学期の学部集会で実態に

応じて全体指導を行い、必要

に応じて個別指導も実施し

た。携帯電話校内所持者への



 

指導は、年度当初に行った。

警察署等からの通知は、該当

学部へ、周知した。 

○校則につい

て考える機会

を設定し、校

則の見直しを

検討する。 

 

 

 

○生徒会執行部が主とな

り、学部集会等で校則に

ついての啓発や生徒会ポ

スト等で意見を募る。児

童生徒及び保護者・職員

にも校則についてのアン

ケートを実施し、学校全

体で見直しを検討する。 

 

 

 

Ａ 

 

○校則については、各生徒会

発信により生徒にアンケー

ト等で意見を募り、改定案を

考え、検討することができ

た。職員や保護者にもアンケ

ートで意見を募り、学校全体

で見直しを行うことができ

た。 

○長期休業中

の生活につい

ての指導を各

休業前（年３

回）に実施す

る。 

○校則や社会的な問題を

踏まえて必要な指導内容

を精選し、各学期末に学

部集会等で指導を行う。 

 

 

Ａ 

 

○長期休業前の指導では、各

学部で特に必要な内容を精

選し、学部集会で指導するこ

とができた。 

児童生

徒の主

体的活

動の推

進 

 

小中学部児童

生徒会及び高

等部生徒会の

充実 

○児童生徒が

学校行事や委

員会活動等

で、自分の役

割を果たし、

自己有用感や

自己肯定感が

高められるよ

うに活動内容

や実施方法等

を工夫する。 

○学校行事や委員会の実

施日・内容等を事前に児

童生徒や関係職員に伝

え、児童生徒が課題や見

通しをもって自分に合っ

た方法で活動に参加でき

るよう支援する。 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

○文化祭では、一人一人の

良さや頑張りを生かせる内

容を設定して取り組んだこ

とで、児童生徒が自信を持

って発表する姿が見られ

た。委員会活動では、活動

内容を覚えて自ら進んで行

う姿が見られるようになっ

た。また、生徒が作成した

啓発ポスターを皆が見て行

動したり、教師からの賞賛

や感謝の言葉掛け等を受け

笑顔を見せる様子も見ら

れ、自己肯定感や自己有用

感の高まりにつながった。 

人権教

育の推

進 

全職員

の人権

意識の

さらな

る向上 

取組の方針

や重点的な

取組などの

共通理解 

○人権教育取

組に関する職

員研修を計画

的に実施し、

人権教育につ

いての共通理

解を図る。 

○人権教育推進委員会を

年に２回開催し、校内の

人権問題に対する事案に

ついて指導・支援・方法

等を検討する。また、本

校の実情に応じた研修を

年３回以上企画し、全職

員で見識を深めるように

する。 

 

 

 

 

Ｂ 

 

○人権教育推進委員会で

年間研修計画を検討し、

４回の全職員研修と本校

新転任者研修を２回行っ

た。また、研修の職員感

想や意見を人権だより等

に記載して復講を行っ

た。実践報告会など、他

の分掌部とも連携して 

人権教育についての共通

理解ができた。 

地域社会と

連携した人

権教育の推

進 

○地域の人権

教育に関する

研修会に積極

的に参加す

る。 

○合志市人推協主催の研

修をはじめとした各種研

修会に積極的に参加し、

全職員の人権教育の共通

理解を推進するため、書

面や職員会議等での復講

を充実させる。 

 

 

 

 

Ａ 

 

○合志市人推協総会での

解放同盟支部長の講話、

夏期講座での人権教育レ

ポート研修への参加、菊

池恵楓園現地学習会に参

加した。また、合志市人

権教育公開授業研修や県

人教主催の研修参加など

を推進し、人権意識の向

上につなげることができ

た。 



 

人権教

育に関

わる指

導方法

等の工

夫・改

善 

 

人権教育特

設授業にお

ける内容の

工夫や指導

法の改善 

○各学部にお

いて児童生徒

の実態やニー

ズ、発達段階

に応じた学習

内容の工夫・

改善を行う。 

○児童生徒の実態を学部

課程職員間で共通理解

し、個に応じた授業実践

になるように十分配慮し

ながら指導する。人権教

育の特設授業の企画立案

について人権教育推進委

員会を中心に必要な情報

提供を行い、年２回の特

設授業を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

○児童生徒の実態やニー

ズに合わせて、個別指導

等行い、一人一人に対応

した授業を実施したり、

チームティーチングでの

授業を行ったりすること

ができた。また児童生徒

の学習のニーズに合わせ

てICT機器を利用した授業

を行った。前・後期２回

の人権週間において、全

学部で各課程の児童生徒

の実態に応じた特設人権

学習の授業実践（ハンセ

ン病問題、仲間作り、進

路公開、県子ども集会へ

の視聴参加）を行った。

また、授業内容の概要欄

を制作し、各学部学年の

実践を紹介するととも

に、授業実践の指導案や

資料をまとめ、教材の共

有を行うことで職員の指

導法の改善に役立てた。 

命を大

切にす

る心を

育む指

導の充

実 

 

授業実践の

充実・整理 

○各教科・

各領域等の

学習と関連

づけ、命の

重さについ

て児童生徒

が十分に考

えることの

できるよう

な学習内容

の精選を図

る。 

○各学部において、児童

生徒の実態やニーズ、発

達段階に応じた「命を大

切にする心」に関する学

習を前期後期に分け、年

に２回行う。 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

○人権教育に関する授業

では、児童生徒の発達段

階や実態に合わせて、誕

生日会や友達のいいとこ

ろ探し、ドナー制度につ

いてやいじめや差別をテ

ーマに人権とかけがえの

ない命についてなど、幅

広く授業を行った。 

いじめ

の防止

等 

いじめ

防止に

向けた

取組 

 

小・中・高の

学部や課程の

枠を超えた仲

間意識の育成 

○いじめを絶

対に許さな

い、見逃さな

いという児童

生徒の意識を

高める。 

 

○生徒会中心でいじめ防

止標語を募集・作成し、

通年で掲示するととも

に、各学期１回の集会活

動等で振り返りを行う。 

 

 

 

 

Ｂ 

 

○いじめ防止標語の作成

は、各学部課程で実態に応

じた方法で参加し、皆で協

力して作成することができ

た。振り返りについては、

生徒総会時に行い、年一回

の振り返りだった。 

○互いの良さ

や頑張りを知

る機会を設定

し、仲間意識

を育む。 

○学部集会等で、他学部

等の活動の様子について

写真等で互いに知る機会

を設ける。また、文化祭

等を相互に観賞する機会

を設ける。 

 

 

Ｂ 

 

○他学部の様子を写真や動

画で見た後、感想を手紙形

式で交流したことで、互い

の良さや頑張りを認める気

持ちを伝えあうことがで

き、仲間意識を育むことが

できた。 



 

不安や悩み等

に対する相談

活動の実施 

○児童生徒間

のトラブルや

心の状態を適

切に把握し、

改善や解決に

向けて学校組

織として迅速

に対応する。 

○いじめ防止基本方針に

ついて全職員で共通理解

を図り、年１回の職員研

修を実施する。 

○児童生徒には、アンケ

ートと個別面談を学期に1

回実施する。保護者に対

しても、夏季・冬季休業

中のアンケートの実施や

学期中の面談等で児童生

徒の様子を把握する。 

○日頃から児童生徒の様

子を細かく観察し、普段

と違う様子が見られたら

職員や保護者、関係機関

と状況を共有するととも

に記録を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

○いじめ防止基本方針は、年

度当初の職員会議で共通理

解を図った。８月にスクール

ロイヤーを招いて「いじめの

事実確認の重要性と方法」に

ついての職員研修を行い、知

見を深めることができた。 

○児童生徒にはアンケート

と個別面談は毎学期実施し、

アンケートの気になる回答

については個人面談等で内

容を把握し、必要な指導支援

を行うことができた。 

○保護者には、長期休業前に

チェックリストを配付した

り、日常的に家庭での様子を

聞き取るなどして児童生徒

の様子を把握することがで

きた。 

地域 

支援 

特別支

援教育

（病

弱）に

関する

全県下

の小中

学校等

への支

援 

特別支援教育

に関する教育

相談や研修会

の充実 

○本校の専門

性を生かした

巡回相談を継

続的に実施

し、関係諸機

関と連携をと

ることで、病

弱教育をはじ

めとする特別

支援教育の推

進を図る。 

○関係機関と連携しなが

ら、課題解決に繋げるた

めの検討会を継続的に実

施する。提案した具体的

な支援策の８割は実践に

結びつけられるように継

続支援を行い、児童生徒

の支援や支援体制の充実

を図る。 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

○巡回相談や来校相談、電

話等による相談は、R6年１

月時点で50件程度である。

巡回相談後も、電話やzoom

等で継続的な支援を行い、

提案した支援策の検証や修

正を行っている。また、熊

本大学在宅医療センターを

はじめとした関係機関とも

連携し、県域の支援の充実

につながった。 

病弱教

育に関

する県

域の小

中学校

等への

支援 

病弱教育に関

する研修会や

教育相談の充

実 

 

○自立活動や

病気のある児

童生徒への支

援の在り方等

についての専

門性向上のた

めに、地域の

病弱教育担当

者向けに「専

門性向上研

修」を実施

し、受講者ア

ンケートの満

足度を80％以

上にする。 

○受講者のニーズに十分

に応えられるよう、事前

アンケートを行って実践

上の課題を把握し、班別

協議等を設けることで、

互いに得られた知見を各

校の実践に生かせるよう

にする。また、事後アン

ケートも実施して、効果

的な研修の企画や運営の

在り方の参考にする。 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

○事前アンケートをもと

に、参加者のニーズに応じ

た班別協議が実施できた。

事後アンケートからも、満

足度がとても高く受講者に

とっては大きな意義があっ

たと考えられる。また、松

橋東支援学校と協議を行う

ことで、本校の専門性向上

にもつながった。 

地域連

携(ｺﾐｭ

ﾆﾃｨ･ｽｸ

ｰﾙな

ど) 

コミュ

ニティ

・スク

ールの

推進 

地域の関係機

関との連携体

制の確立 

○本校の学校

運営や教育活

動について地

域の理解を深

めるととも

に、その改善

のために指導

・助言を仰

ぐ。 

○新型コロナウイルス感

染症予防対策を講じなが

ら、対面形態で学校運営

協議会を年２回実施す

る。その際、本校におけ

る取組を具体的に提示

し、様々な視点から指導

・助言をもらい、８割以

上改善に結びつける。 

 

 

 

Ａ 

 

○４年ぶりに対面形式で学

校運営協議会を開催するこ

とができた。本校の学校運

営や教育活動について委員

の皆様から指導・助言をい

ただき、熊本再春医療セン

ターとの連携など８割以上

改善に結びつけることがで

きた。 



 

地域と

のより

よい関

係づく

りの推

進 

地域のさまざ

まな資源の活

用の推進 

○地域の機

関、団体との

交流を活性化

する。 

○児童生徒の教育活動や

卒業後の社会生活支援に

向けて医療機関、事業所

等との連携を図り、ケー

ス会議を適宜実施する。 

 

 

 

Ａ 

 

○児童生徒の実態に応じて

関係機関と連携を図り、コ

ロナ禍前と同等程度のケー

ス会議を実施することがで

きた。読書活動推進支援事

業（お話会）やどんちゃん

号（移動図書館）も再開す

ることができた。 

健康 

安全 

危機管

理の徹

底とシ

ステム

の整備

（主に

新型コ

ロナウ

イルス

感染症

対策） 

感染症予防の

徹底と蔓延防

止対策 

○児童生徒の

実態に即した

対策の検討お

よび児童生徒

・職員・保護

者への周知徹

底。 

○専門家(感染症専従看護

師等)と連携しながら、コ

ロナウイルス感染症５類

移行後の対策について表

・フローチャートにまと

める。 

○保護者会や安心メー

ル、保健だよりを活用し

て、新しい感染症対策を

周知徹底する。 

 

 

 

 

Ｂ 

 

○専門家と連携し、新しい

感染症対策についてフロー

チャートにまとめ校内にお

ける感染症対策に生かすこ

とができた。 

 

○感染症に係る児童生徒の

登校判断については、関係

機関と連携を図り、６月下

旬に安心メールを通じて保

護者へ周知した。 

事故防止及び

緊急時の対応 

○重大事故発

生の未然防止

および緊急時

の迅速かつ的

確な対応。 

○ヒヤリハット発生時に

は、当日中に保健主事へ

報告を挙げ、翌日の朝会

にて全職員で情報共有を

行う。 

○１学期中に、各学部課

程で緊急搬送訓練を実施

し、必要な手順を学ぶ。 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

○年度当初は、ヒヤリハッ

トの情報共有に時間がかか

ってしまうことがあった

が、速やかな情報共有を図

り、事故発生の未然防止に

努めた。 

○各学部課程で、緊急搬送

訓練を実施した。児童生徒

の病状変化に伴い、緊急搬

送の内容も変化するため、

今後も適宜訓練を行ってい

く必要がある。 

学校給

食の充

実と食

育の推

進 

 

食物アレルギ

ー対応と給食

指導 

○食に関する

指導の充実。 

 

 

 

○毎月の給食ひとことメ

モの作成及び給食時間の

教室巡回における児童生

徒の現状に応じた声かけ

を実践する。 

 

 

Ａ 

 

○給食ひとことメモの活用

や教室巡回での声かけによ

り残食の減少に繋がった。 

 

 

○食物アレル

ギー事故防止

の徹底。 

○食物アレルギー対応マ

ニュアルを作成し、全職

員に周知する。併せて、

食物アレルギー研修を実

施し、緊急時の対応につ

いて学ぶ。 

 

 

 

Ａ 

 

○食物アレルギー対応マニ

ュアルの全職員への周知及

び研修の実施により緊急時

の対応を確認した。今後も

食に関する指導の全体計画

を作成し、食育を推進して

いく必要がある。 

情報  

教育 

情報視

聴覚機

器の活

用と情

報発信

の推進 

ＧＩＧＡス

クール構想

実現に向け

た、教育活

動における

ＩＣＴ機器

の積極的な

活用 

〇一人一台の

情報端末を有

効に活用した

授業が行える

ように、職員

のICT活用能

力の向上を図

る。 

〇各学部課程の実態に合

わせて、効果的に扱える

アプリやICT機器等の操

作方法の紹介を月に１回

以上実施する。 

 

 

 

 

Ｂ 

 

〇各学部課程の実態に合

わせたアプリやICT機器等

の操作方法の紹介は、個

人から小グループに向け

て、月１回以上実施する

ことができた。 

 



 

   〇定期的にＩ

ＣＴ機器活用

に関する研修

のニーズを職

員から集め、

ＩＣＴ支援員

と連携を図り

ながら啓発、

研修を実施す

る。 

〇学期毎に、職員内でア

ンケートをとり、ニーズ

に合わせた小グループ単 

位での研修を月１回実施

する。 

 

 

 

 

Ｂ 

 

〇職員からアンケートを

とり、ニーズに合わせた

研修の毎月実施は難しか

ったが、GoogleFormsと

keynoteの研修を計２回実

施することができた。 

学校からの

情報発信力

の向上 

○黒石新聞

の発行を年

度初めと年

度終わりの

２回とし、

各学部の活

動について

はホームペ

ージに毎月

掲載し、充

実を図る。 

○各学部からの最新情報

を各学部の担当が収集

し、黒石新聞及びホーム

ページにトピックスとし

て掲載する。 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

○黒石新聞を年２回発行

し本校の最新情報を適宜

ホームページに掲載する

ことができた。また、次

年度の情報発信力の向上

に向けて担当者が引継ぎ

ファイルを作成した。 

 

個人情

報等デ

ータ管

理の徹

底 

危機管理意

識の保持と

セキュリテ

ィの徹底 

○電子情報も

含む全ての個

人情報に関す

る取扱いを徹

底し、電子情

報インシデン

トをゼロにす

る。 

○ＵＳＢメモリ等の管理

を徹底し、確実な回収を

行う。また端末やクラウ

ドでのデータの管理や共

有サーバ等の情報セキュ

リティに関する啓発、研

修を前期中に各学部に実

施する。 

 

 

 

 

Ａ 

 

〇ＵＳＢの管理は、本数の

制限と使用時のルールを作

成した。また、毎日、退勤

時刻までの返却を徹底し

た。研修・啓発では、各学

部会や職員会議にて事案の

周知や情報セキュリティに

関する内容の啓発を行い、

電子情報インシデントをゼ

ロにすることができた。 

環境 

整備 

学習環

境の整

理と整

備 

全職員による

美化活動の推

進 

○環境美化の

現状を毎月の

分掌部会で確

認し、取組内

容の計画・立

案について話

し合い、課題

を検討、修正

する。 

○全職員による年間４回

の環境美化計画に基づい

た環境整備および総務部

職員による定期的な点検

・整備により、校舎内外

の環境整備を進める。 

 

 

 

 

Ｂ 

 

〇全職員による外回りの作

業は６月と８月、校内整備

作業はスペースリフレッシ

ュとして学期末に２回実施

した。年間４回以上の実施

で総務部による点検等は行

ったものの、外回りの整備

は不十分であった。夏場の

環境整備は今後検討してい

く必要がある。 

環境教

育・エ

コ活動

の推進     

 

 

環境教育の取

組 

○児童生徒の

実態に応じた

環境教育の取

組を推進す

る。 

○学部・課程毎の児童生

徒の実態に応じた環境教

育・エコ活動に取り組め

るよう、学部毎の情報を

収集・検討し、必要な対 

策を講じる。 

 

 

Ｂ 

 

〇児童生徒の実態に応じ

て、概ね現状の道具や材料

で活動に取り組むことがで

きた。土を買わずに水耕栽

培に切り替えるなどのエコ

活動も実施した。 

ゴミ処理の共

通理解、節約

の取組 

○電気・水道

・ガス等の各

項目使用量に

ついて、可能

な範囲の使用

量節減を図

る。 

○毎月の各項目使用量デ

ータを部会で共有・検討

し、各学部・課程、グル

ープで削減可能な項目に

ついて、学部会等で提案

し、各項目の使用量節減

を目指す。 

 

 

 

Ｂ 

 

〇ゴミ処理の仕分け等は学

校全体で徹底されていた。 

エネルギー使用の大幅削減

には至らなかったが、可能

な項目について使用削減を

目指した。今後も使用削減

に向けて、具体的な数値目

標を設定し取り組む。 



 

４ 学校関係者評価 

 今年度の学校運営協議会は、４年ぶりに学校において集合形式で開催することができた。地域の各分野から委員

の皆様に参加していただき、学校の現状や取組を紹介するとともに教育活動の状況や成果等について詳しく説明を

行った。その中で、具体的目標に対する評価や多くの助言をいただいた。 

【評価内容】 

・新型コロナウイルス感染症をはじめ、様々な感染症対策を継続しながら様々な教育活動を再開したことで、教育

目標でもある「児童生徒一人一人の今を充実させるとともに、将来の自立と社会参加を目指し、可能性を伸ばすこ

と」ができたのではないか。 

・日頃より状況に応じた臨機応変な取組等、児童生徒に寄り添う教育が感じられた。学校評価アンケートからも学

校運営が充実していることが感じられる。 

・GIGAスクール構想の推進として、熊本高専との連携や提供いただいているKMEを活用した学習により、ICT機器の

活用の幅が広がり児童生徒の成長を後押しする学びができている。 

・教職員が一人一人の児童生徒の実態に応じた教育活動を行い、個々のよさや可能性を伸ばす教育が実践されてい

る。 

【助言内容】 

・自己点検を行うことに際して、学校が一生懸命取り組まれていることに関しての評価はあると思うが、校舎の老

朽化の問題等、先生方の努力ではできないものがあると思う。自助の取組による評価と予算が伴わないとなし得な

い評価については分けて考えるべきである。 

・個別の指導計画を次年度にどのように繋げていくのかが大事である。今年度の計画を振り返り、児童生徒の障が

いによるつまずきを反省として、カリキュラムマネジメントを充実させていただきたい。 

・地域との連携について、九州ルーテル学院大学では学生を派遣するケイエムシーサポーターという制度がある。

特別な行事の時や毎週の派遣も可能なので、ぜひ活用いただきたい。また、学校評価表のなか（地域とのよりよい

関係づくりの推進）に地域の方をボランティアとして受け入れる取組を入れてはどうか。 

・危機管理や安全対策をお願いしたい。合志地区は、駅の開発や道路整備により交通量の増加が見込まれる。自転

車の事故も増加していることや移住者も増えている。また、地震等の災害についても備えが必要である。ハザード

マップでは浸水対象地域ではないが避難訓練等で安全な場所を確認していただきたい。 

・施設設備については、校舎は築５０年ほどになると思うが、病院としては、道路に面した場所を提供して、新し

い校舎を建てていただきたいと県に要望している。 

 

５ 総合評価 

保護者対象の学校評価アンケート（２１項目）では、昨年度と比較して全体的に顕著な変化は見られないものの、前

年度より「Ａ：そう思う、Ｂ：ほぼそう思う」の割合が１０％以上下がっている項目が３つある。１つ目の「教育活動

に必要な設備・施設が整っている」は、７６％→６３％、２つ目の「学校はきちんと整備され、環境美化が適切である」

は、８６％→７６％と下がっている。要因としては、保護者間にある「校舎の老朽化」という意識の影響と広い敷地内

が多くの木々で覆われているため、除草作業や落ち葉の清掃等を頻繁にできないことがあげられる。３つ目は、「学校

と地域との連携がとれている」は、８１％→６８％であった。新型コロナウイルスが５類に移行されたものの、本校で

は引き続き慎重な感染防止対策が必要となるため、制限の行いながら教育活動を実施していることも要因と考えられる。   

一方で、「本校に入学させてよかったと思う」、「学校は、特別支援教育に積極的に取り組んでいる」をはじめ、１

７項目の評価は９０％以上で、学校の取組や対応等は保護者から評価されていると考えられる。職員対象のアンケート

（２０項目）では、１７項目が８０％以上となり高い評価となった。昨年度から下がった項目について、１つ目の「働

き方改革に向けて、業務の改善や削減に取り組んでいる」は、７５％→５７％、２つ目の「学校内外の環境美化の推進

を図っている」は、８４％→７４％であった。働き方改革については、学校運営協議会で主語をはっきりさせた方がよ

いとの御意見をいただき主語が明確でなかった点も低下の一因と思われる。環境美化については、職員で取り組める範

囲内での評価を行うように周知していきたい。 

 また、学校運営協議会の委員から本評価の３９項目についてＡ評価が１５項目、Ｂ評価が２４項目の自己評価に対し

て、教育目標の達成のために学校は努力をされており、学校評価における自己評価に異論はない。目標に対する具体的

方策並びに成果と課題が学校全体のこととして捉えられていると評価をいただいた。一方で、「学校経営の目標を達成

するための体制整備が少し具体的でない」、「具体的方策が評価しにくい内容ではないか」との御意見もいただいた。

全体的には、学校運営協議会の委員をはじめ保護者及び職員からおおむね高い評価を得て良好な結果となった。 

 



 

 

６ 次年度への課題・改善方策 

・病弱教育の学校のため、次年度以降も感染症予防対策については、引き続き、細心の注意を払い熊本再春医療センタ

ー等と連携を図り組織的に対応する。 

・施設・設備に関しては、可能な範囲で県や隣接する熊本再春医療センターと連携しながら引き続き改善に取り組む。

また、環境美化については、季節や学校行事等を踏まえて日々の点検や年間行事として計画し、学校全体として環境整

備に取り組む。 

・学校経営の教育目標を達成するための体制整備の目標が具体的ではないとの御意見を踏まえ、熊本再春医療センター

と連携した取組を評価できるような具体的目標を設定する。 

・教育課程の編成では、次年度に向けて児童生徒の障がいによるつまずき等を反省して個別の指導計画を作成し、年４

回の校内検討委員会を踏まえて、カリキュラムマネジメントを充実させる。また、オンライン授業については、各家庭

の通信環境をサポートし児童生徒の実態に応じて実施していく。 

・地域との連携については、感染症予防対策を図りながら熊本高専と引き続き連携を図り、コミュニケーションロボッ

ト等を学校行事で活用できる取組や大学生及び地域の方をボランティアとして受け入れる取組を検討する。 

・学校行事については、新型コロナウイルスが５類に移行したことで、様々な教育活動や行事の開催を望む声を保護者

から多くいただいている。引き続き、感染症や社会の状況に合わせて校内外における教育活動の充実を図っていく。 

・働き方改革については、ここ数年、職員の時間外勤務は減少傾向にあるが、やや停滞気味である。今後も職員が教育

活動に心身ともに健康な状態で取り組めるように業務の改善や削減だけでなく、風通しのよい職場環境の構築や職員一

人一人が率先して効率的な業務遂行に取り組むよう意識改革も含め、働き方改革を継続して実施する。 


